
採用者及び退職者数の状況（平成19年度）

　※　医療職員とは，医師，看護師等をいいます。
　※　技能労務職員とは，単純な労務に雇用される職員で，技術員，調理手等をいいます。
　※　退職者数のその他とは，自己都合，死亡，免職等による退職です。

Ⅱ　職員の給与・定員管理等の状況
１　総括

（1）人件費の状況（普通会計決算）

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成18年4月1日現在の人数である。

（3）特記事項

町合併：平成17年11月1日　　中町、加美町および八千代町が合併。

合併前の数値については、両町の数値を足したものとなっている、

区　分

区　分

一般職員

Ⅰ　職員の任免及び職員数に関する状況

短大卒 高校卒

2

採　用　者　数
区　　分

合　　計

技能労務職員

医療職員

2

2

大学卒

1

　　

3

定　年

2

合　計

3

その他

1

退　職　者　数

5

　　

5

合　　計

1

（参考）

17年度の人件費率

％

16.2

職員数

A

歳出額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　（18年度末）

平成19年度多可町の給与・職員数等について

　　

1

勧　奨

人件費

18.9

18年度 　　　　　　　千円　　　　　千円　　　　　千円 　　　　　　％

191,674

Ｂ／Ａ

人件費率

　　　　　千円

実質収支

一人当たり

18年度

274 1,072,382

11,573,122

千円 千円

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

千円

24,716

　　　　　　Ｂ

人　

2,191,846

給与費 B/A

(参考)類似市町平均

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 一人当たり給与費　計　　B

5,913

人

173,460 433,246 1,679,088 6,128

千円千円

1



（4）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
　　　３　平成17年11月1日に合併したため、5年前（平成14年）のデータは存在しない。

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
（1）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成19年4月1日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

　　　　②技能職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳

（注）1「平均給料月額」とは、平成19年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均で
　　　　ある。　
      2「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、通勤手当等の諸　　　　　 
　　　　手当を含めたもので、国家公務員公表内容と同様のベースで計算したものである。

286,146類似団体

民間事業者平均

273,844

―

49.4

―

320,514

303,334

47.1

325,724

364,363

288,458

国

兵庫県

多可町

331,589類似団体

287,09448.8

兵庫県

381,023

40.7

391,872

44.2 364,142

区　　分

49.8

平 均 年 齢 平均給料月額

（国ベース）

43.6

多可町

（国ベース）

424,983

383,541

平均給与月額区　　分

平均給料月額

国

348,444

平 均 年 齢

41.6

平均給与月額

329,052

(H19)
96.8 (H19)

93.6
(H19)
93.9

90

95

100

105

多可町 類似団体平均 全国町平均

（例）
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（2）職員の初任給の状況（平成19年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）　国の初任給は、Ⅱ種採用者・兵庫県は給料減額措置をとっている。

（3）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成19年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1）一般行政職の級別職員数の状況（平成19年4月1日現在）

人 ％

主事

主査

課長補佐

副課長

理事・技監・課長・局長

（注）１　多可町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。
      ３　一般行政職とは税務職、医師、看護師、保健師、薬剤師、医療技術師、福祉職（保育士）
      　企業職（水道職員）、技能職、教育公務員（幼稚園教諭）を除いた職員です。

  

　（（注）平成18年10月1日に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級を
 　　それぞれ統合）、また、平成19年以外は各年4月1日現在。　　

（2）昇給への勤務成績の反映状況
現在は反映していない

３　　級

２　　級

主事

経験年数15～20年

38.3

7.3

206

79

多可町区　　　　　分

経験年数10～15年

大　学　卒

構成比

高　校　卒

41

15

44

計

６　　級

５　　級

４　　級

138,400

21.4

138,400

100.0

経験年数5～10年

大　学　卒

国兵庫県

180,400 179,200170,200一般行政職

区　　　　分

145,400

区　　分

高　校　卒

高　校　卒技能職

一般行政職

―

―

231,100

中　学　卒

技能職 145,100

―

―

１　　級

284,500

11.2

244,200

―

4

23

19.9

1.9

標準的な職務内容 職員数

235,700

208,800

334,600

301,400

高　校　卒 141,500 135,600

１級 1.9% １級 0.0% １級 0.5%

２級 11.2%

２級 3.1% ２級 5.3%

３級 38.3%

３級 7.9%
３級 11.2%

４級 21.4%

４級 10.2%

４級 11.7%

５級 19.9%

５級 31.5%
５級 27.2%

６級 7.3%

６級 37.8%
６級 36.9%

７級 9.4% ７級 6.8%

８級 0.0% ８級 0.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成19年の構成比 １年前の構成比 ２年前の構成比
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４　職員の手当の状況

（1）期末手当・勤勉手当

千円 千円

（18年度支給割合） （18年度支給割合） （18年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 7%～10％ 役職加算 5%～20％ 役職加算 5%～20％

管理監督加算 10%～25％ 管理監督加算 10%～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

（参考）勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

現在は一律支給。

（2）退職手当（平成19年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例 その他の加算措置 定年前早期退職特例

１人当たり平均支給額 千円 (２%～２０％加算）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、18年度に退職した職員に支給された平均額である。

（3）地域手当

（平成19年4月1日現在）

千円

千円

％ 人 ％

（22年度の制度完成時）

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成19年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。

支給対象職員数

3

国の制度（支給率）

11

20,514

支給職員１人当たり平均支給年額（18年度決算）

支給対象地域

47.50

59.28

41.34

59.28

59.28

1.45

0.75 1.6

33.50 41.34

47.50

3.0

国多可町

23.50 30.55

3.0

国兵庫県

59.28

23.50 30.55

33.50

59.28

79,500

239

59.28

2,039

0.75

1.45

支給率

1,592

多可町

１人当たり平均支給額（18年度） １人当たり平均支給額（18年度）

1.6

支給実績（18年度決算）

医師の特例

15

支給率

医師の特例

支給対象地域 国の制度（支給率）

15

11

0.75

3.0

1.6

―

1.45
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（4）特殊勤務手当（平成19年4月1日現在）

千円

　円

　％

（注）特殊勤務手当の支給実績等については普通会計決算ベースによる。

（5）時間外勤務手当

千円

千円

（注）時間外手当の支給額については普通会計決算ベースによる。

（6）その他の手当（平成19年4月1日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

1,000円～最高26,700円 2,000円～最高24,500円

５　特別職の報酬等の状況（平成19年4月1日現在）

円 6月期 月分

円 12月期 月分

合　計 月分

円 6月期 月分

円 12月期 月分

円 合　計 月分

　（算定方式）　 （支給時期）

扶養手当
・配偶者以外の扶養親
族のうち2人まで

・その他の扶養親族

・特定期間の加算

・配偶者

区 分

感染症患者若しくは感染症の疑い
のある患者の救護、感染症病原体
の付着の危険がある物件の処理作
業若しくは感染症病原体を有する
家畜若しくは感染症病原体を有す
る疑いのある家畜に対する防疫作
業に従事した場合

パラチオン製剤の散布や高圧ガス
の取扱・著しい急傾斜地で行う作
業

行旅病人及び行旅死亡人の看護、
移送又は埋葬の業務に従事したと
き

診療所に勤務する
医師

エックス線作業に
従事する職員

作業従事職員

作業従事職員

作業従事職員

日額100円

1回100円

1回300円

月額200,000円

月額1,500円

5,000

5,000

38,650

295

13,000

6,000

運賃相当額

5,000

5,000

3,500

27,000

2,500

27,000

主な支給対象職員

13,000

6,000

手当の名称

感染症等防疫作業手当

主な支給対象業務

適用 多可町 国

支 給 実 績 （ 18 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 18 年 度 決 算 ）

期 末 手 当 支 給 率 （ 19 年 度 ）

職員全体に占める手当支給職員の割合（18年度）

手当の種類（普通会計以外も含む。）

給 料 月 額

810,000

副 町 長 650,000報

酬

議 員

町 長

議 長

副 議 長 240,000

978,000

0.79

4,890

使用距離区分に応じ、

2.30

4.40

2.10

左記職員に対する支給単価

職員の職責区分に応じ、

2.10

給料額の8％～25％

215,000

2.30

4.40

330,000

退職日における給料月額×勤続期
間月数（48月を超えるときは48
月）×支給割合（町長36.5、副町
長22.0）

退職した日から起算して１ヵ月以内

退
職
手
当

町 長

副 町 長

支給実績（18年度決算）

職員の職責区分に応じ、

・交通機関利用者

支給職員１人当たり平均支給年額（18年度決算）

手　当　名

行旅死亡人等取扱作業
手当

医師手当

危険作業手当

エックス線作業手当

・管理又は監督の地位
にある職員

管理職手当 給料額の6％・8％・
10％・12%

住居手当

最高　55,000円

使用距離区分に応じ、通勤手当
・交通用具使用者

・自宅居住者

・借家、借間居住者
（最高支給限度額）
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６　職員数の状況

（1）部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年度4月1日現在）

（2）一般行政職の年齢別職員構成の状況（平成19年4月1日現在）

病　　　　院

そ　の　他

小　　　　計

公営企業会
計等部門

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

下　水　道

教　　　　育

小　　　　計

土　　　　木

小　　　　計

衛　　　　生

農  林  水  産

商　　　　工

272

水　　　　道

19

5

7

▲ 3

0

0

48 3

200 202

3

2

72

5 8

20 17

▲ 5

0

6

1

6

269

3

67

19 3

▲ 3

66

25 0

平19

17

0

▲ 4

0

3

62総　　　　務

税　　　　務

民　　　　生

25

17

45

職員数

平18

22

1

主な増減理由
対前年
増加数

287040

～

40

44

総　　　合　　　計 291

21

～

59

～

人

56

7

0

▲ 3

0

5

288

19

人

計
52

人

60

以上55
区　分

32 36

35

～ ～

未満

～ ～

20 20 24 28 48

～ ～～

44

人
39

人 人 人 人
23 27 31 43 47 51

35 21 27

人人 人
職員数

500

人 人

2 18 29

議　　　　会

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

構成比

1年前の構成
比

区　　分

部　　門
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（3）定員管理の数値目標及び進捗状況

１）

人 人 21 人 △ ## ％

計画期間

始期 終期

（各年度4月1日現在）

一般

行政

特別

行政

公営

企業

平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の数値目標

平成17年4月1日 平成22年4月1日

職員数 職員数
純減数 純減率

19年

301 280

236

２）定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（参考）定員適正化計画における定員管理の目標数値（数・率）

平成28年4月1日 平成28年4月1日

数値目標

25年 26年 27年20年 21年 22年 23年 28年

2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目

24年

10年目 11年目

職員数 202 199 198 197 196 192

17年計
画始動

増減

職員数

増減

職員数

増減

職員数
計

増減

区分

部門

209 200

18年

1年目

188 186 180 169

△ 9 2 △ 3 △ 2 △ 6 △ 11△ 1 △ 1 △ 1 △ 4 △ 11

61

31

72 67 67 65 64 64

△ 4

62 61 56 50

17 17

50 50

288 285 282

1719 19 19 19 17 17

236280 277 271 266 247

△ 12

291

19

301

11

0 0 0 0

△ 1 0 △ 2

△ 2 0

△ 5 0 △ 2

△ 7

△ 1 △ 5

259

△ 2 △ 3 △ 6

△ 6

00 0

1717

△ 5△ 10 △ 3 △ 3 △ 3 △ 12 △ 11 △ 11

平成17年
～平成28
年計

169

00

0 0

236
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Ⅲ　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
（1）勤務時間（平成18年4月1日現在）

　※　特別の勤務に従事する職員（保育所に勤務する職員等）については上記とは異なります。

（2）休暇（平成18年4月1日現在）

　特別休暇の主なもの

出産の日の翌日から8週間を経過する日までの期間

出産の日までの申し出た期間

妊娠の期間中7日を超えない範囲

期　　間

1年に5日以内

出産の日後2週間以内に2日以内

5日を超えない範囲内で必要と認められる期間

必要と認められる期間

死亡者により1日から最大10日

1日

その都度必要と認める時間。ただし，2時間

勤務時間

区　　分

午前8時30分から午後5時15分まで

勤　務　時　間　等

介護休暇

特別休暇

療養休暇

年次休暇

休暇の種類

配偶者，父母，子等の親族を負傷，疾病又は老齢により，2
週間以上にわたり介護する職員に対し，6月を限度に付与
（無給）

選挙権の行使，結婚，出産等の他特別の理由により勤務しな
いことが相当である場合

1年以内において，公務，私事による負傷又は疾病のために
療養する場合で，必要と認める期間

1の年について　20日　ただし，20日を限度に繰り越せる

休　暇　期　間　等

8週間（多胎妊娠の場合にあって
は，14週間）以内に出産する予定
である女子職員が申し出た場合

妊娠中の女子職員が妊娠嘔吐（つ
わり）のため勤務することが困難
な場合

理　　　　由

小学校就学の始期に達するまでの
子を看護のため勤務しないことが
相当であると認められる場合

職員の妻が出産する場合

職員が結婚する場合

公民権の行使

忌引の場合

父母の祭日の場合

職員が生後満1年に達しない子を
育てる場合

職員が出産した場合
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Ⅳ　職員の分限及び懲戒処分の状況
（1）分限処分の状況（平成18年度）

（2）懲戒処分の状況（平成18年度）

Ⅴ　職員の服務の状況

（1）育児休業承認状況（平成18年度の新規承認者）

（2）介護休暇承認状況（平成18年度の新規承認者）

0

女性 0

取得者数区分

男性

0計 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0

5月以内

4月超え
5月以上

0 0 0 0 0 0

1月以下
2月以内

1月超え

3月以内

2月超え

4月以内

3月超え

区分

計

女性

男性

承　　認　　期　　間

2 2 1 0

取得者数

0

6

6

0 0 0

0 1

6月超え

0

0 1 2 2 1 0

0 0

1年以内

9月超え

承　　認　　期　　間

1年３月
超え1年3月以

内

1年超え
3月以下

6月以内

3月超え

9月以内

0 1 0 3

0 1 0 3

0

0 0 0 0

0 0 0

戒告

合　　　計

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行の
あった場合

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場
合

法令に違反した場合

処　分　事　由

0

0

2

2

合計免職停職減給

0

刑事事件に関し起訴された場合

職制，定数の改廃，予算の減少により廃職，過員を生
じた場合

0

0 0 0

合　　　計 0

0

1 1

0 0 0

00 0

0 0 0

0 1 1

降任 合計休職免職

職に必要な的確性を欠く場合

心身の故障の場合

勤務実績が良くない場合

処　分　事　由

0

0

0
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Ⅵ　職員の研修の状況（平成18年度）

　　職員に対する主な研修は「自治研修所」，「町単独」で行われているものです。

Ⅶ　職員の福祉及び利益の保護の状況

（1）厚生福利

　○兵庫県市町村職員共済組合

　　　職員は兵庫県市町村職員共済組合の組合員になっております。共済組合には次の事業があります。

（2）公務災害補償の状況（平成18年度）

　　　認定件数　　　５件

事　　業　　概　　要

管理職（ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、市町合併特別ｺｰ
ｽ）

新規採用職員

2

研修名又は概要

福祉事業

長期給付事業

短期給付事業

事　業　名

健康診断などの健康の保持増進事業，保養施設の
運営，住宅資金の貸付けなどを行う。

組合員の退職，障害又は死亡に対して年金又は一
時金の給付を行う。

組合員とその家族の病気，ケガ，出産，死亡，休
業又は災害に対して，必要な給付を行う。

市町の管理職としての経営管理意識
を高めるため、県職員と合同で実施

課長若しくは課長相当職

在職年数が1年以上、年齢が概ね29歳
以下の者

採用から3年目の職員

6派遣研修

自己開発

町独自研修

兵庫県派遣，一部事務組合派遣，公
益法人等派遣

人権学習

スキルアップ研修 3

310

年齢が概ね30歳～35歳の職員

年齢が概ね30歳以上、役付職員でな
い者

11

5

5

法制執務、選挙事務、徴収事務、簿
記、財政、交付税担当研修

15

新任係長級職員

吏員第1部

受講者数

0

管理職研修

部局長等管理職研修

行政実務

1

5

1

上級吏員研修

吏員第2部

4

政策研究
特別研修

接遇研修

新任職員課程

階層別研修

区　　分

係長研修
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Ⅷ　公平委員会に係る業務の状況
（1）勤務条件に関する措置の要求の状況

（2）不利益処分に関する不服申立ての状況

不服申立ての概要

平成18年度申立件数

措置要求の概要

平成18年度要求件数

　　－

　　－
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